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Juni 1883) ・災害保険法 (Unfallversicheruugsgesetz 6 Juli 1884) ・老齢・廃疾保険法 (Invalidit量t













































を，余はさらに大なる満足をもって想起することになるであろう。J(Friedrich Kleeis， Die Geschi-
chte der sozialen Versicherung in Deutschland， 1928， S.99.近藤文二著『社会保険』岩波書広， 1953年，
92ページ。)と。また近藤文二氏によれば，この詔勅は， ドイツ社会政策のマグナ・カルタとして重




められた。しかし，同法は， 1871年に結成された「合同鉄道従業員組合J(Amalgamated Society of 
Railw丘yServants)を中心とした自覚した労働運動に対する譲歩政策で、あったが，災害補償は過失主
義であったため， 1880年代の不況続きを背景にイギリスの労働運動は保守的なニュー・モデルから
ラジカルな新組合主義 (newunionism)へ転田したことを契機に，イギリスの労働者階級は， 1897 
























に十分であったといえよう。他方，時短=10時間法は， 1847年法 (AnAct to limit the Hours of 




















購買力の低下，実質賃金の低下， 失業が増加し (MauriceDobb; Studies in the Development of 










































































私は，拙著『社会政策 各論』のなかで， i社会保障は社会政策の一部， しかもそれは国家独占
資本主義の発展段措に即応して社会政策の一部が変形したもの，……この意味で社会保障は社会政





周知のごとく，社会保障とし、う用語は， 1935年のアメリカ連邦社会保障法 (Federalsocial Seニurity













proaches to Social Security)や， 1944年の一連の勧告， i所得保障に関する勧告J(Recommendation 
concer出 1碍 IncomeSecurity)， i医療保護に関する勧告 (Recomme吋 ationconcen山 gMedical Care)， 
「雇用サーピスに関する勧告J(Recommedation Concerning Employment Service)などがあるが，
なんとし、つでもベヴァリジ (WilliamHe町 yBeveridge)単独の責任執筆した報告書「社会保険およ





よび経済進歩ならびに社会保障を掲げた大西洋憲章に基づいている。J(William Henry Beveridge: 





































































































に値するのは， 昭和34年， わが国史上はじめての最低賃金制の実現 (1L 0の労使同数主義を無視
した業者間協定方式が中心であったが)とともに， 国民皆保険と皆年金を達成したのち， 昭和 37年，
「審議会」は「社会保障制度の総合調整に関する基本方策についての答申および社会保障制度の推
進に関する勧告」を出したので、ある。これはいうなれば，社会保障制度の近代化の実施をせまった

















び労務をば， 現存資料に応じて， かれに分与されることを要求する権利J(Anton Menger; Das 



















































































会保障の後退を余儀なくされた。そこで，世界労連は， 1982年ハパナで第四回大会を開いて， 1982 
年社会保障憲章を採択した。 82年憲章は51年憲章の基本原則を踏えて，それを80年代の情勢に対応
し，現代化したものである。例えば， 82年憲章は，危険，事故の事後的補償だけでなく，それらが
発生する原因を除去する予防を社会保障の基本であると強調し，高齢化社会問題として，当然のこ
とながら年金，医療が特に問題とされていることや，児童，障害者等には国連の人権保障実質化な
ど，社会保障は全労働者・市民の物質的な社会的必要を完全に充足し，彼らに差別のない生活をも
たらし，彼らを肉体的・精神的に全面的発達させるように機能させていることである。
わが国における生存権・人権と社会保障のかかわりを指摘するならば，戦後の民主・平和，人権
の新憲法を挙げることに， ~書賭する者はなかろう。憲法13条は人聞の尊厳を， 14条は全国民は法の
もとに平等であること， 25条は生存権と社会保障権，そして27条は労働権.28条は団結権を規定し
ている。戦後民主主義の発達は，総じていわゆる反動分子でなし、かぎり，永久に殺争を放棄した新
憲法を，政治，経済，社会，文化，その他あらゆる部面において，精神的，理論的，実践的規範と
してきた，といっても過言ではなし、。そのなかで，私は最大であると思うのは，少なくとも人聞の
尊厳・平等，生存権意識が労働権や団結権に裏づけられて，戦後40年余り経過した今日，労働者，
市民の聞に定着してきたことだと思う。
新憲法が正しく尊守されてきたならば，わが国の社会保障制度は，西欧の社会保障の先進冨と同
程度かそれ以上に発達しただろうと想像することは困難ではない。しかし，周知のごとく，占領政
策を脱皮したと称した連合国との単独講和締結と同時に，日米安全保障条約体制のもとに組み入れ
られた時点から，わが国の政治，経済，社会，文化体制は，新憲法の精神とは矛盾するアメリカ帝
国主義の世界戦略の一環に，好むと好まぎるとにかかわらずはめこまれ，歴代の首相は就任の挨拶
として， ワシントン詣でをすることに端的に示されているごとく，アメリカへの従屠的立場に立た
たされ，現在もなお基本的構図は変らなし、。前述した社会保障制度審議会が，歴史的には，その時
時の政権の方針に翻酌または遠慮しながらも，新憲法が規定する高道な原則，人間の尊厳・平等，
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生存権の実現を曲りなりにも盛りこんだ勧告・答申をしたが，それは自民党政府によって歪曲され，
時には無視されて，新憲法の精神とあし、いれなし、社会保障が，実現されてきた。
それにもかかわらず，私は上述の憲法の高遺な諸規定に自覚した権利意識は，労働者，市民の聞
に詠々として生きつづけたし，ますます拡大されていると思う。こうした権利意識に基づいた運動
こそ，し、くたの社会保障裁判闘争ではなかろうか。代表的な例としては，朝日訴訟，堀木訴訟，牧
野訴訟などをあげることができる。そしてこれらの訴訟においては，いずれも一審において原告側
が勝訴し，高裁，最高裁に移されることによって，冷酷にも人聞の尊厳，平等，生存権，人権がに
べもなく否定され，違憲性は逆転されているO そして判決文を通じて，労働者・市民の真の敵，味
方が判然、となったように思われる。それらの訴訟は，最終的には原告が訴訟なかばで死亡したり，
敗訴となったが，長い間の裁判闘争は良心的な労働者・市民を数多く戦列に加え，真の社会保障立
法の樹立にむけて世論を喚起したエネルギは，計り知れないものがある。最近の動向としては，こ
れを感知したところの政策主体は，ますます巧妙にマヌーパ的な懐柔策を錬成しているのも事実で
ある。
5 むすび
どうやら紙揺がなくなったので，まとめの段階に入る必要があるようだ。社会福祉や社会事業の
問題についても，触れる予定であったが，割愛せざるをえない。しかし，これは本稿の総括に支障
をきたすものではなし、。
社会保障制度は国家独占資本主義の発展段階に対応し，政策主体が体制維持・安定のため，対象
を単なる労働者階級から労働者・全国民へ拡大した社会保険を中心に，それに社会扶助，ならびに
従来まで社会政策に隣接していた社会福祉，社会事業あるいはこれに環境，公衆衛生問題をも含め
て総合統括し，労働者・全国民の全生涯にわたって最低生活を保障する施設である，とし、う意味に
ついては，本稿でしばしば主張してきた。これを私流にいえば，社会保障は資本制蓄積の運動が，
国家独占資本主義の発展断階で必然、化した，社会政策の一部の亜種である。あるいは社会政策の一
部・社会保険の拡大発展である，といってもよし、。だから，社会保揮は社会政策の一部であって，
社会政策全体に取って代るものでもなければ，社会政策とは別なものでもなし、。したがって，社会
保障を理論的にも実践的にも理解するためには，あるいは社会保障の本質論研究にとっては，社会
政策論の基礎理論としての窮乏化理論を含めた社会政策の一般理論と各国別の社会政策の発展的特
殊性の探究に必要な社会政策の特殊理論が不可欠である。以上の観点から，もはや社会政策は産業
資本主義の遺物で，それは博物館行きであるとの見解は，もはや全くナンセンスであることは自明
であろう。
また，社会保障と社会政策との関係についていえば，前者は後者に取って代るものではないが，
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両者は機能的に密接な関係にあることも，忘れてはならなし、。あるいはこう云い換えてもよし、。す
なわち，強固な社会政策に裏付けられない社会保障は空洞化または形骸化するに違いないと。これ
は，ここでは詳論できないが，工場法から社会保険一社会保障の発達にいたる各国の社会政策史の
証明するところである。労働者保護法や団結権の容認のないところに社会保険の実現もなかったろ
うし，ま Lてやそれが社会保障へ発展することは，考えられなし、。また社会保障がたとえ，実現さ
れたとしても，最低賃金制が存在しなければ，労働者の賃金水準が上昇しないのであるから，社会
保障の水準もまた向上しないのは当然のことである。わが国においては，昭和34年，史上はじめて
国民皆保険と皆年金と同時に最低賃金制が実現されたのであるが，それは日本の労働者階級が少な
くとも社会保障と最低賃金制の相互的機能を認識して，曲りなりにも勝ち取った証左であった。
社会保障制度の中心であるところの社会保険の成立について，デッサン的ではあったが， ドイツ，
イギリス，日本と叙述してきた。そこで，共通する社会保険成立史の意義は，総じて，社会保険は
各国の政策主体が，資本制蓄積の一般法則の貫徹過程において必然化した労働者階級の反抗運動に
対する譲歩政策として，あるいはその反抗運動のエスカレートを予見した先見性に基づいた先取り
政策として実現された，ということであった。そして社会保険から社会保障へ拡大発展した第二次
大戦を契機とする歴史情況においても，その原動力となった生存権，人権の労働者・市民の権利意
識の定着は，世界的規模において国際的にも国内的にも労働組合運動や市民・社会運動，あるいは
社会主義運動が勝ち取ったものであった。
そうであるとするならば，労働者・市民に最大多数の最大幸福をもたす真の社会保障の実現に不
可欠な社会政策の理論的観点は，資本の合理性を讃美する没階級論的生産政策論ではなく，労働者
階級の反抗運動を不可欠の根拠とする階級論的譲歩政策であることは，もはや自明ではないのか。
われわれは，わが国においても， 1954年政府のMSA協定に基づく社会保障関係の国庫負担費の大
幅削減を広範な市民の反対運動が阻止した経験，あるいは政府をして，いわゆる 5万円年金を実現
せしめ， ["福祉元年J，["年金時代」を切り開し、たといわれる1973年の 4.17ゼネストの歴史情況を想
起すべきであるO
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